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北海道中小企業団体中央会指導事業費補助金交付要綱

制 定 令和８年(2026年)４月１日付け中企第２７２９号

（通則）

第１条 北海道中小企業団体中央会指導事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付については、

北海道補助金等交付規則（昭和47年北海道規則第34号。以下「規則」という。）に定めるもののほ

か、この要綱の定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において、「北海道中小企業団体中央会」とは、中小企業等協同組合法（昭和24年

法律第181号）第70条に規定する都道府県中小企業団体中央会で北海道内に主たる事務所を有する者

（以下「中央会」という。）をいう。

２ この要綱において、「組合」とは次に掲げるものとする。

（1）中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）第３条第１項に規定されている中小

企業団体

（2）商店街振興組合法（昭和37年法律第141号）第２条に規定されている法人

（3）その他の特別の法律により設立された組合及びその連合会であって、その直接又は間接の構成

員たる事業者の３分の２以上が中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条に規定する中小企

業者であるもの

３ この要綱において、「組合等」とは次に掲げるものとする。

（1）２に掲げる組合

(2）一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律第48号）に基づいて設立された

一般社団法人及び一般財団法人

（3）公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）に基づいて設立

された公益社団法人及び公益財団法人

（4）知事が別途定める団体

（補助金交付の目的）

第３条 補助金は、中央会が行う指導事業に要する経費の一部を補助することにより、中小企業連携

組織の推進並びに中小企業団体の育成及び指導を促進することを目的とする。

（補助金の交付の対象）

第４条 補助金は、中央会が次に掲げる事業を実施するために必要な経費であって、別表に掲げるも

ののうち、知事が必要かつ適当と認めるものについて、予算の範囲内において交付する。

１ 指導員及び職員(以下「補助対象職員」という。）の設置費

補助対象職員に対して支給する俸給、扶養手当、寒冷地手当、地域手当、通勤手当、期末手当、

住居手当、超過勤務手当、福利厚生費及び福利環境整備費

２ 一般振興事業

（1）組織化対策事業

組合等への指導を行うための組織化強化事業に係る経費

（2）人材育成事業

指導員及び職員の資質の向上を図るための全国中小企業団体中央会(以下「全国中央会」とい

う。)及び独立行政法人中小企業基盤整備機構が実施する各種研修会及び講習会等への参加に係る

経費並びに中央会が主催する研修会及び講習会に係る経費
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３ 中小企業連携組織対策事業

（1）中央会指導員等研究会開催事業

ブロック研究会の開催費及び参加旅費並びに全国中央会が開催する中央研究会への参加旅費

（2）事務費

中央会の指導体制の効率化及び事務の合理化を図るための備品費、中央会の支部事務所の借室

料、その他中央会の相談指導業務に必要な事務費等

（3）中小企業連携組織等支援事業

専務理事の設置費、中小企業の経営指導の一層の円滑化を図るため、問題を抱える組合等の連

携組織に対して、専門家等を活用しつつ支援を行う事業

（4）組合青年部活動促進事業

中央会が組合の組織活動の一層の推進を目的として、組合青年部を対象に専門家等を活用し実

施する研修会等の事業

（5）地域産業実態調査事業

中央会における地域産業の実態、中小企業の連携状況、専門家を活用した成功事例等について

様々な観点から調査を行うとともに、データベース作成等に係る事業

（6）組合等への情報提供事業

情報誌等による各種情報の提供及び全国中央会が調査テーマを決定し、当該テーマに基づき中

央会がアンケート調査（予備調査及び本調査）を実施する事業並びに中小企業情報連絡員（道内

の地区、業種を代表する組合の役職員等）を配置する事業

（補助対象者）

第５条 補助金の交付の対象となる者は、北海道中小企業団体中央会とする。

（補助率）

第６条 交付する補助金の額は、次のとおりとする。

第４条に規定する事業 補助金の額

一般振興事業 (４条２(1)(2)) 当該経費区分に関する補助対象経費の２分の１以内とする。

中小企業連携組織等支援事業 当該経費区分に関する補助対象経費の３分の２以内とする。

(４条３(3)) 及び組合青年部 ただし、中小企業連携組織等支援事業（４条３(3)）の専務理

活動促進事業(４条３(4)) 事の設置費は、補助対象経費の10分の10以内とする。

上記以外の事業(４条１、４条 当該経費区分に関する補助対象経費の10分の10以内とする。

３(1)(2)(5)(6)）

（補助金の交付の申請）

第７条 補助金の交付申請をしようとする者は、補助金等交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げ

る書類を添付して知事に提出しなければならない。

（１）事業計画書（別記第２号様式）

（２）補助金等交付申請額算出調書（別記第３号様式）

（３）経費の配分調書（別記第４号様式）

（４）事業予算書（別記第５号様式）

（５）資金収支計画書（別記第14号様式）

（６）補助事業計画書（別記第15号様式）

（７）補助対象者名簿（別記第16号様式）

２ 補助金等交付申請書の提出は、次により行うものとする。

（１）提出期限 令和８年５月１８日
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（２）提出先 経済部地域経済局中小企業課

３ 第１項の補助金の交付申請をするに当たっては、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助

対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定

する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法(昭和25年法律第226

号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下

同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを減額して交付申請しなければならな

い。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでない場合に

ついては、この限りでない。

（補助金の交付の決定）

第８条 知事は、第７条の補助金等交付申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、適当と

認めるときは、補助金の交付決定を別記第17号様式による補助指令書を中央会に送付するものとす

る。

（申請の取下げ）

第９条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、交付の決定の内容又は

これに付された条件に対して不服があるときは、交付の決定の通知を受けた日から10日以内に、補

助金等交付申請取下書（別記第７号様式）を知事に提出し、申請の取下げをすることができる。

２ １の規定による申請の取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったも

のとみなす。

（補助事業の内容又は経費の配分の変更）

第10条 補助事業者は、補助事業の内容又は経費の配分を変更しようとするときは、補助事業等変更

承認申請書（別記第６号様式）に第７条第１項に掲げる書類を添付の上、あらかじめ知事の承認を

受けなければならない。ただし、別に定める軽微な変更についてはこの限りではない。

２ 前項の承認には、必要に応じ条件を付し、これを変更することができる。

（補助事業の中止又は廃止）

第11条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、別記第８号様式の補助事

業等中止（廃止）承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

（補助事業遅延等の報告）

第12条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又は補

助事業の遂行が困難になったときは、速やかに別記第９号様式の補助事業等執行遅延（不能）報告

書を知事に提出し、その指示を受けなければならない。

（状況報告）

第13条 補助事業者は、９月30日現在における補助事業の遂行状況について、別記第18号様式による

補助事業等遂行状況報告書を、10月10日までに知事に提出しなければならない。

（実績報告）

第14条 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、補助事

業の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から30日以内又は翌年度の４月10日のいずれか早い日

までに、補助事業等実績報告書（別記第11号様式）に次に掲げる書類を添付して知事に提出しなけ

ればならない。

（１）事業実績書（別記第２号様式）
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（２）補助金等精算書（別記第12号様式）

（３）事業精算書（別記第13号様式）

（４）補助金支払明細書（別記第19号様式）

（５）支部設置に要する経費調書（別記第20号様式）

２ 補助事業者は、補助事業等実績報告書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税等仕入控

除税額があり、かつ、その金額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告しなければ

ならない。

３ 補助事業者は、補助事業等実績報告書を提出した後に消費税及び地方消費税の確定申告によりこ

の補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、別記第22号様式によりその金額（実績

報告において、２により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速

やかに知事に報告するとともに、当該金額を返還しなければならない。

また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合であっても、

その状況等について、当該補助金の額の確定の日の翌年６月30日までに知事に報告するとともに、

補助金に係る消費税等仕入控除税額の確定後は速やかに知事に報告し、当該金額を返還しなければ

ならない。

（補助金の額の確定）

第15条 知事は、補助事業等実績報告書の提出を受けたときは、当該報告に係る補助事業の実施結果

が交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを審査し、適合すると認めたと

きは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知するものとする。

（帳簿の保存、財産の管理及び処分）

第16条 補助事業者は補助事業に関する帳簿及び書類を備え、この補助事業に要した経費とそれ以外

との経費とを区別することができるようこれを整理し、かつ、これを補助事業の完了の日の属する

年度の翌年度から５年間保存しなければならない。ただし、処分を制限された取得財産がある場合

で当該制限された期間が帳簿及び書類を保存すべき期間を超えるときは、当該財産の処分を制限さ

れた期間保存しなければならない。

２ １により備えるべき帳簿及び書類は、次のとおりとする。

（１）帳簿、伝票、通帳、領収証書、その他収支状況を確認できる書類

（２）契約書、入札関係書類

（３）台帳、図面、その他財産の取得状況が確認できる書類

（４）日誌、写真、その他補助事業の履行状況が確認できる書類

（５）交付申請から実績報告に至るまでの申請書類、交付の決定に関する書類

３ 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業完了後に

おいても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならな

い。

４ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（不動産及びその従物並びに１件の取得価格又

は効用の増加価格が30万円以上の機械及び器具等）については、減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令（昭和40年大蔵省令第15号）で定める耐用年数（当該耐用年数が10年を超える場合は10年）

を経過することになるまでの期間は、あらかじめ知事の承認を受けないで、補助金の交付の目的に

反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又は担保に供してはならない。ただし、交

付された補助金の全部に相当する額を納付した場合は、この限りでない。

なお、補助事業者は、知事の承認を受けようとするときは、補助事業財産処分承認申請書（別記

第21号様式）を知事に提出しなければならない。

（補助金の概算払）
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第17条 補助事業者は、概算払の申請をしようとするときには、補助金等概算払申請書（別記第10号

様式）に最新の資金収支計画書（別記第14号様式）を知事に提出しなければならない。

ただし、事務費、人件費等に係る補助金の場合は資金収支計画書は４半期ごとに提出することが

できる。

２ 知事は、前項の規定による資金収支計画を確認した結果、資金不足が生じないと認めるときは、

概算払をしないものとする。この場合において、補助事業者に対して概算払をしない理由を付して

補助金等概算払申請書を提出した者に通知するものとする。

（補助金の経理等）

第18条 補助事業者は補助事業に関する帳簿及び書類を備え、この補助事業に要した経費とそれ以外

との経費とを区別することができるようこれを整理し、かつ、これを補助事業の完了の日の属する

年度の翌年度から５年間保存しなければならない。ただし、処分を制限された取得財産がある場合

で当該制限された期間が帳簿及び書類を保存すべき期間を超えるときは、当該財産の処分を制限さ

れた期間保存しなければならない。

２ １により備えるべき帳簿及び書類は、次のとおりとする。

（１）帳簿、伝票、通帳、領収証書、その他収支状況を確認できる書類

（２）契約書、入札関係書類

（３）台帳、図面、その他財産の取得状況が確認できる書類

（４）日誌、写真、その他補助事業の履行状況が確認できる書類

（５）交付申請から実績報告に至るまでの申請書類、交付の決定に関する書類

（成果の発表）

第19条 知事は、補助金の交付を受けて行った補助事業の成果について必要があると認められるとき

は、組合等に発表させることができるものとする。

（交付決定の取消し）

第20条 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、補助金の交付の決定の全部

又は一部を取り消し、当該取消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、その返

還を命ずるものとする。

（１）補助金を他の用途に使用したとき、又は正当な理由がないのに補助金を使用しないとき。

（２）虚偽の申請又は虚偽の実績報告により補助金を過大に請求し、又は受領したとき。

（３）補助事業に関して不正に他の補助金等（道以外の者が補助事業者に対して交付する補助金その

他の助成を含む。）を重複して受領したとき。

（４）補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を、あらかじめ知事の承認を受けないで、こ

の補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、又は担保に供した

とき。

（５）（１）から（４）までに掲げる場合のほか、補助事業に関して、補助金の交付の決定の内容若

しくはこれに付した条件その他法令若しくはこれに基づく知事の処分に違反したとき、又は不正な

行為をしたとき。

２ １の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるも

のとする。



別 表

補 助 対 象 経 費

事 業 区 分

経 費 区 分 経費区分の明細 内 容

指導員及び 俸給 指導員及び職員の俸給

職員の設置

費 扶養手当 指導員及び職員の扶養手当

寒冷地手当 指導員及び職員の寒冷地手当

地域手当 指導員及び職員の地域手当

通勤手当 指導員及び職員の通勤手当

期末手当 指導員及び職員の期末手当

住居手当 指導員及び職員の住居手当

超過勤務手当 指導員及び職員の超過勤務手当

福利厚生費 指導員及び職員の健康保険料、介護保険

料、厚生年金保険料、雇用保険料及び労

災保険料の事業主負担分

福利環境整備費 指導員及び職員の福利環境整備費の事業

主負担分

一般振興事 組織化対策事業 組織強化事業費 謝金、旅費、資料費、印刷費、通信運搬

業 費、消耗品費、会場借料、車両借上料、

集計費及び借損料

人材育成事業 指導員等研修費 謝金、旅費（研修会・講習会出席旅費に

限る。）、受講料、会場借料、消耗品費、

資料費及び通信運搬費

中小企業連 中央会指導員等 中央会指導員等 謝金、旅費、会場借料、資料費及び通信

携組織対策 研究会開催事業 研究会開催費 運搬費

事業

中央研究会参加 旅費

旅費



補 助 対 象 経 費

事 業 区 分

経 費 区 分 経費区分の明細 内 容

中小企業連 事務費 本部及び支部のファクシミリ設置費、

携組織対策 本部及び支部のコンピュータ設置費、

事業 ソフトウエア導入経費、支部事務所の借

室料

中小企業連携組 中小企業連携組 専務理事の設置費、謝金、旅費、会場借

織等支援事業 織等支援事業費 料、資料費、印刷費、車輌借上料、借損

料、見学実習費、通信運搬費、消耗品費

及び雑役務費

組合青年部活動 青年部活動促進 謝金、旅費、資料費、印刷費、通信運搬

促進事業 事業費 費、消耗品費、会場借料、広告料（ポス

ター、パンフレット等）、借損料、原稿

料及び雑役務費

地域産業実態調 地域産業実態調 謝金、旅費、会場借料、資料費、印刷

査事業 査事業費 費、集計費、原稿料、データベースプロ

グラム作成費、データ入力費、消耗品

費、雑役務費及び通信運搬費

組合等への情報 情報提供事業費 謝金、旅費、会場借料、資料費、印刷

提供事業 費、原稿料、消耗品費、雑役務費及び

通信運搬費

中小企業団体情 謝金、交通通信費

報連絡員設置費
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北海道中小企業団体中央会指導事業費補助金の運用取扱い

制 定 令和８年(2026年)４月１日付け中企第２７２９号

第１ 実施方針の遵守

北海道中小企業団体中央会指導事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第３条に掲げ

る事業は、以下の規定及び後記二の実施方針に基づき実施するものとする。

第２ 北海道中小企業団体中央会指導事業費補助金の交付限度額

北海道中小企業団体中央会（以下「中央会」という。）に交付する北海道中小企業団体中央会指導

事業費補助金は、別表に掲げる各経費区分における補助金交付限度額(以下「交付限度額」という。）

を用いて以下の規定に基づき各経費区分ごとに算定される額の合計額とする。

第３ 指導員及び職員（以下「補助対象職員」という。）の設置費の取扱い及び補助

補助対象職員の設置費に係る補助金の額は、交付限度額の合計額以内とする。なお、経費区分ごと

の取扱い及び補助金の額は次のとおりとする。

１ 俸給等

補助対象職員の次に掲げる経費の支給は、中央会の給与規程及び同会の定年退職者の再雇用に関

する実施要綱並びに北海道職員の退職管理に関する取扱要綱に基づき行うものとする。ただし、補

助金の額は交付限度額の範囲内とする。

（１）俸給

（２）扶養手当

（３）寒冷地手当

（４）地域手当

（５）通勤手当

（６）期末手当

（７）住居手当

（８）超過勤務手当

２ 福利厚生費

福利厚生費の補助は、中央会が補助対象職員の健康保険料、介護保険料、厚生年金保険料、雇用

保険料及び労災保険料について事業主負担として支払った額又は別表の交付限度額を限度として補

助するものとする。

３ 福利環境整備費

福利環境整備費の補助は、中央会が支払う補助対象職員の退職年金積立金、退職金積立金、福利

厚生施設購入費（貸借料を含む。）及び福利厚生関係運動用具購入費について交付限度額の範囲内

で補助する。

なお、健康保険料、厚生年金保険料、雇用保険料及び労災保険料については、この経費区分の補

助の対象としないものとする。

４ 補助対象職員の長期欠勤等の設置費の取扱い

補助対象職員が傷病にかかり、又は、研修会等に派遣されたために長期間にわたって欠勤（本務

から離れるに至った場合を含む。以下同じ。）した場合の設置費の取扱いは、次のとおりとする。

（１）傷病等により業務を離れた場合

ア 補助対象職員が公務上による傷病のため長期間にわたって欠勤するに至った場合において

は、当該長期欠勤の始まる日がその月の15日以前であればその月から、16日以後であればそ

の翌月から、24ヶ月間までを前記１から２までに掲げた設置費の全額について補助対象とす

る。
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イ 補助対象職員が結核性疾患のため長期間にわたって欠勤するに至った場合においては、上

記アに規定する補助対象月から24ヶ月間は、上記アの設置費の８割を補助対象とする。

ウ 上記ア及びイ以外の場合においては、上記アに規定する補助対象月から３ヶ月間は上記ア

の設置費の全額を補助対象とし、３ヶ月間を超えた９ヶ月間については５割を補助対象とす

る。

（２）研修等により業務を離れた場合

補助対象職員が団体等において行う研修会等に派遣されたため、長期間にわたってその本務

から離れるに至った場合であって、知事が当該研修会等が当該補助対象職員にとってその業務

を有効かつ適正に行わせるために必要であると認めたときに限り補助対象とする。この場合、

その本務から離れるに至った日がその月の15日以前であればその月から、16日以後であればそ

の月の翌月から３ヶ月間とする。ただし、当該補助対象職員の派遣等について、知事が特に必

要と認めたものである場合は本務に従事しているとみなす。

（３）育児休業法に基づく育児休暇により業務を離れた場合

補助対象職員が育児休業法に基づく育児休暇のため長期間にわたって欠勤するに至った場合

においては、当該長期欠勤の始まる日がその月の15日以前であればその月から、16日以後であ

ればその月の翌月から、育児休暇の期間が終了する月までを前記１から２に掲げる設置費のう

ち、福利厚生費について補助対象とする。

（４）補助対象職員の変更等による場合

ア 補助対象職員が転退職した場合においては、転退職した日がその月の15日以前のときはそ

の月の前月まで、16日以後のときはその月まで補助対象とする。

イ 補助対象職員を新規に補助対象とする場合においては、補助対象とした日がその月の15日

以前のときはその月から、16日以後のときは、その月の翌月から補助対象とする。

ウ 上記ア及びイの場合、変更を生じた月においては転退職者及び新規補助対象者のそれぞれ

の勤務日数が合わせて、16日以上になる場合についてはいずれか一方を補助対象とする。

（５）その他

前記（１）及び（２）に掲げる長期欠勤等の補助対象とする月数の計算については、２事業

年度にまたがる場合においても通算する。

第４ 一般振興事業の取扱い及び補助

一般振興事業に係る補助金の額は、交付限度額の合計額以内とする。なお、経費区分ごとの取扱い

及び補助金の額は次のとおりとする。

１ 組織化対策事業

組織化対策事業の補助は、補助対象経費の２分の１相当額又は交付限度額のいずれか低い額の範

囲内とする。なお、次により地域、業種、業態等に応じて的確に指導を行うこと。

組織強化事業

（１）組織化実施指導

中小企業の組織化及び中小企業団体の指導・育成を促進すること並びに必要に応じて組合員

企業に対して現地指導すること。

（２）相談室の運営

原則として６支部（指導員常駐支部）以外の地域で実施すること。

２ 人材育成事業

人材育成事業の補助は、補助対象経費の２分の１相当額又は交付限度額のいずれか低い額の範囲

内とする。なお、次により事業を実施すること。

指導員等研修

指導員及び職員の資質向上を図るための研修会で、独立行政法人中小企業基盤整備機構、全国中

小企業団体中央会（以下「全国中央会」という。）、各都府県中小企業団体中央会（以下「県中央
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会」という。）及び中央会が実施する研修会であること。

第５ 中小企業連携組織対策事業の取扱い及び補助

中小企業連携組織対策事業に係る補助金の額は、交付限度額の合計額以内とする。なお、経費区分

ごとの取扱い及び補助金の額は次のとおりとする。

１ 中央会指導員等研究会開催事業

（１）中央会指導員等研究会開催事業の実施に当たっては、以下の点に留意するものとする。

ア 本研究会は、可能な限り年度当初に当該年度を通じた適切な開催計画を立てて、着実に実施

すること。

イ テーマの選定は、地域の実情を考慮しつつ効果の高いものを選ぶものとし、最近の経済情勢

あるいは業界・地域の内包する問題点、指導に際する問題点等実情に合致したものであること。

ウ 研究会参加者は、中央会の指導員等とし、必要に応じてそれ以外の者（地域の金融機関、大

企業の職員、大学の研究者等）を一部加えること。

（２）補助金の交付は、中央会の行うブロック研究会の開催に要する経費（中央会の指導員等が県中

央会の開催するブロック研究会に参加する場合の参加旅費を含む。）又は交付限度額のいずれか

低い額及び、中央会の指導員等が全国中央会の開催する中央研究会に参加する場合の参加旅費に

要する経費又は交付限度額のいずれか低い額との合計額の範囲内とする。

（３）専門家旅費の支給は、中央会の旅費規程に準じて行うものとする。

２ 事務費

中央会の事務費に対する補助は、次に掲げる経費を対象とし、当該設置及び借室に要する経費

の合計額又は交付限度額のいずれか低い額の範囲内とする。

（１）ファクシミリ設置費

ファクシミリ、ファクシミリ複合機等

（２）コンピュータ設置費

ア 本体機器

本体、ディスプレイ、キーボード、マウス等

イ 周辺機器

補助記憶装置、プリンター、その他デジタル入出力機器等

ウ ネットワーク関連機器

ルータ、ＤＳＵ、ＴＡ、ＨＵＢ、ＮＩＣ等

エ ソフトウェア

システムソフトウェア（ＯＳ、システム運用管理ソフトウェア、開発ツール等）、汎用アプ

リケーションソフトウェア

オ その他

無停電電源装置、インタフェースケーブル等

（３）支部事務所の借室料

次に定める要件を満たす中央会支部事務所の借室料（敷金、権利金等を除き共益費を含む。）

ア 地区内の指導対象者の相談及び指導を行うために必要な指導員等が常駐するものであること。

イ 中央会本部からの所要時間がおおむね１時間以上であること。

ウ 事務室、相談室を有し、地域内の組合に対する指導に必要な機能を備えたものであり、支部

事務所として専用する部分の面積が30平方メートル（９坪）以上であること。

３ 中小企業連携組織等支援事業

（１）中小企業連携組織等支援事業の実施に当たっては、以下の点に留意するものとする。

ア 組合等に対する助言・講習会等を行う場合は、原則として日時を定め、一定の場所で相談助

言を行い、必要に応じ現地指導等も積極的に行うこと。

イ 本事業として、研修会、講習会としての性格を有する事業を行う場合は、二の第３の４の
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（７）及び（８）の規定に従うこと。

ウ 人材確保難、財政基盤の弱さ等により、事務局体制が脆弱なため、行うべき事業が円滑に実

施されていない組合等（以下「要活性化組合等」という。）に対し、その組合等の活性化と自

立化を図るための指導を行う場合については、次のとおりとする。

（ア）中央会は、組合制度、組織運営、会計等に関する学識及び指導能力を有する者（十分な指

導経験を有する指導員、中小企業診断士、中小企業組合士等）の中から指導コンサルタント

を選定し、委嘱・登録する。

（イ）中央会は、指導コンサルタントを活用して、要活性化組合等の日常実務を中心に現地にお

いて継続（原則として、１組合について６か月以上、かつ、指導回数は１か月に１回以上と

する。）した指導を行うものとする。この場合、原則として指導コンサルタントは同一人と

する。

（ウ）実施するテーマが同一であっても、開催地が異なる等により参加者又は受講者が変わる場

合若しくは期日を改めて行う場合については、それぞれ１回とする。

（２）専門家旅費の支給は、中央会の旅費規程に準じて行うものとする。

（３）補助額は、交付の対象となる経費の３分の２以内で、交付限度額を限度とする。ただし、専務

理事の設置費は、交付の対象となる経費の10分の10以内で、交付限度額を限度とする。

４ 組合青年部活動促進事業

（１）組合青年部活動促進事業の実施に当たっては、以下の点に留意するものとする。

ア 中央会は、講習会・研修会等を開催する場合はその目的を明確にするとともに、適宜、開催

要綱を定めること。

イ 中央会は、講習会・研修会等を開催する場合は、必要に応じ、多用な媒体を用いた広告の掲

載や、ポスター、パンフレット等を用い、中小企業者及び組合等に対し広く参加を呼びかける

こと。

ウ 中央会は、講習会・研修会等を開催する場合は、地域の大企業、金融機関、研究者等に対し

ても積極的に参加を呼びかけ、こうした者と組合青年部及び中小企業者との連携の促進を図る

とともに、他の行政機関や商工団体等との連携を図ること等により、その効果を増大させるよ

う努めること。

（２）専門家旅費の支給は、中央会の旅費規程に準じて行うものとする。

（３）補助額は、交付の対象となる経費の３分の２以内で、交付限度額を限度とする。

５ 地域産業実態調査事業

（１）地域産業実態調査事業の実施に当たっては、以下の点に留意するものとする。

ア 原則として年度当初に当該年度を通じた適切な事業計画を立てて、着実に調査を実施するこ

と。

イ 調査テーマは、有識者からの意見聴取等により、最近の経済・雇用情勢あるいは業界の内包

する問題点等実情に合致し必要性の高いものを選定すること。また、必要に応じて調査結果等

を会員等へ広く周知する機会を持つこと。

ウ 調査テーマを変更する場合は、あらかじめ道と協議を行うこと。

エ 中央会は、調査終了後、調査結果をまとめた調査報告書を作成し、道に提出すること。

（２）補助金の交付は、補助事業に要する経費又は交付限度額のいずれか低い額の範囲内とする。

（３）専門家旅費及び委員旅費の支給は、中央会の旅費規程に準じて算定するものとする。

６ 組合等への情報提供事業

補助金の交付は、次に掲げる事業に要する経費を対象とし、当該経費の合計額又は交付限度額の

いずれか低い額の範囲内とする。

（１）情報提供事業

ア 情報提供事業の実施に当たっては、以下の点に留意するものとする。

（ア）成功事例を紹介する場合等は、単なる事例紹介ではなく、成功要因等を分析し、組合等の
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事業の実施や新たに企業間連携を構築していく上で参考となるものとするよう努めること。

（イ）必要に応じ、失敗事例の分析等を行うことが、組合等の事業の実施や新たに企業間連携を

構築していく上で有益なものとなる場合が多いことに留意すること。

（ウ）必要に応じ、組合等の税務、法制度、任意グループを作るときの約款、共同事業を行う場

合の契約に関する注意事項等について、紙面相談等を行い、組合等の事業の円滑な実施や新

たな企業間連携の構築に寄与するものとなるよう努めること。

（エ）若手経営者や若手企業幹部等の行っている取組み（例えば、組合青年部の取組等）につい

ても積極的に取り上げること。

イ 編集委員手当の支給は、中央会の給与規程に準じて行うものとする。

（２）中小企業団体情報連絡員の設置費

中小企業団体情報連絡員（以下「情報連絡員」という。）の設置に当たっては、以下の点に

留意するものとする。

（ア）情報連絡員は、道内の地区、業種を代表する組合等の役職員等のうちから、中央会の会長

が委嘱するものとする。その際、中小企業組合士に優先的に委嘱するよう配慮するものとす

る。なお、情報連絡員の任期は、１年とし、再委嘱を妨げないものとする。ただし、情報連

絡員としての活動が不活発な者については、必要に応じ、任期の途中であっても、解任する

等、是正措置をとるものとする。

（イ）情報連絡員の役割は、次のとおりとする。

① 所属する組合等に係る業種又は地区の中小企業者に対し、国、地方公共団体及び中央会

から受けた情報の提供（資料の配布、会合の開催を含む。）を行う。

② 所属する組合等に係る業種又は地区の中小企業者の動向、問題点などについて少なくと

も月１回中央会に報告する。

③ 所属する組合等に係る業種又は地区の中小企業者の意見、要望を把握し、中央会の指定

事業等が適切円滑に行われるよう、中央会と連絡・調整する。

（ウ）実施に当たっては、謝金の支給基準等を整備することとし、次の点に留意するものとする。

① 情報連絡員に対する謝金については、委嘱期間により謝金は、次の比率により支給する

ものとする。

委嘱期間 10～12か月間のもの 100パーセント

委嘱期間 ７～９か月間のもの 75パーセント

委嘱期間 ４～６か月間のもの 50パーセント

委嘱期間 ３か月以内のもの 25パーセント

② 委嘱期間の途中（期の途中又は月の途中）において情報連絡員に変更が生じた場合には、

前任者に支給した額と後任者に対して支給する額の合計額が交付限度額の範囲内であれば

委嘱期間に応じた按分支給法又はいずれか一方に対する支給法であっても、差し支えない

ものとする。

③ 情報連絡員に対する通信運搬費は、年額１人当たり1,008円を限度として補助対象とする。

ただし、委嘱期間が12か月に満たないときは月額（月84円）に委嘱期間を乗じて得た補助

額を限度とする。

第６ 補助対象職員の資格等

１ 年 齢

（１）補助対象職員を新たに任用する場合は、年齢が満65歳未満であって、過去の経歴等からみて適

当と認められる者でなければならない。ただし、事務局長とし適任者を採用する場合であって、

北海道知事（以下「知事」という。）が指導体制の強化のためやむを得ないものと認定したとき

は、この限りではない。

（２）補助対象職員の補助対象期間は、当該補助対象職員が満65歳となる年度の末までとする。ただ
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し、指導員については、指導体制の維持改善のため当該指導員を引き続き補助対象者とすること

にやむを得ない事情があり、かつ、当該指導員に十分指導能力があると知事が認めたときは、こ

の限りではない。

２ 資 格

（１）指導員の任用資格は、次のとおりとする。

指導員は、次の各号のいずれかに該当する者とする。なお、商店街等を担当する指導員に

あっては、このほか商業に関する知識及び経験が豊富な者でなければならない。

ア 学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（短期大学を除く。）を卒業した者（以下

「大学卒業者」という｡)であって、組合（他の特別の法律に基づく組合を含む。）の指導又は

経営に関する実務に３年以上（独立行政法人中小企業基盤整備機構が主催する指導員研修会

（以下「指導員研修会」という。）基礎コースの全課程を修了している場合は２年以上）従事

した経験を有する者

イ 学校教育法による短期大学又は高等専門学校を卒業した者（以下「短期大学等卒業者」とい

う。）であって、組合の指導又は経営に関する実務に５年以上（指導員研修会基礎コースの全

課程を修了している場合は３年以上）従事した経験を有する者

ウ 国家公務員又は地方公務員として組合の指導行政事務に７年以上（指導員研修会基礎コース

の全課程を修了している場合は４年以上）従事した経験を有する者であって、年齢が満30歳以

上の者

エ 組合の指導又は経営に関する実務に10年以上（指導員研修会基礎コースの全課程を修了して

いる場合は６年以上）従事した経験を有する者であって、年齢が満30歳以上の者

オ 知事が前各号に規定する者と同等以上の指導能力を有すると認定する者

（２）職員の任用は、高等学校卒業程度以上の学力を有し、将来は、指導員となり得る者を任用する

こと。

第７ 専従義務

補助対象職員で以下の専従義務に違反した者は、補助対象外とする。

１ 補助対象職員は中央会の役員（兼任除く）又は地方議員を兼ねてはならない。ただし、役員以外

の管理職（事務局長、指導部長等）を兼ねることは差し支えない。

２ 補助対象職員は中央会の業務に専従する。

３ 補助対象職員は政治的中立を保つ。

第８ 補助対象職員の変更

１ 第６で定める指導員の資格等について知事の認定を受けようとするときは、あらかじめ別記第１

号様式による指導員資格認定承認申請書を知事に提出し、その認定を受けなければならない。

２ 補助対象職員の変更（解任又は任命）を行うときは、あらかじめ別記第２号様式による指導員・

職員変更承認申請書を知事に提出し、承認を受けなければならない。

第９ 補助対象職員の長期欠勤等

補助対象職員が引き続き３ヶ月を超えて欠勤し、又は本務を離れるに至った場合には、速やかに

別記第３号様式による補助対象職員長期欠勤届を知事に提出しなければならない。本報告があった

場合、知事は必要な指示をするものとする。

第10 経費の額又は補助事業の内容の変更に係る承認

１ 交付要綱第10条ただし書に規定する変更のうち補助事業の経費の配分に係る軽微な変更とは、次

の各号に定める以外の変更をいう。

（１）各事業区分及び各経費区分の相互間においていずれか低い額の20パーセントを超える経費配分
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の変更

（２）一般振興事業費における各経費区分の増減額が10パーセントを超える変更

２ 交付要綱第10条ただし書に規定する変更のうち補助事業の内容に係る軽微な変更とは、次の各号

に定める場合以外の変更をいう。

（１）補助対象職員の設置人員又は設置月数の変更

（２）補助対象経費の合計額の10パーセントを超える減額

３ 補助対象職員の設置費については、他の事業区分の経費と相互間の流用は認められない。

第11 備品等の耐用年数

補助金により購入した備品及び指導施設の耐用年数は、原則として減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和40年３月31日、大蔵省令第15号）で定める耐用年数とする。

第12 知事が別途定める団体について

交付要綱第２条第３項第４号の「知事が別途定める団体」は、次のとおりとする。

１ 共同出資会社（会社法の規定に基づく株式会社、合名会社、合資会社又は合同会社で、３名以上

の中小企業者が出資する中小企業者であって、その総出資額の３分の２以上を中小企業者が出資し、

かつ、構成員たる中小企業者の利益となる事業をその目的とするもの）

２ 任意グループ（組織化された団体として活動しているもの又は組織化を図ろうとして連携の途上

にあり、組織を運営するための具体的な活動を始めているものであって、かつ、３名以上で構成し、

そのうち３分の２以上を占める中小企業者の利益となる事業を行うもの）

３ 上記１、２以外であって、知事が特に必要と認める団体。ただし、以下のような性格を備える組

織であるもの

（１）新規事業の振興並びに新商品及び新サービスの開発等に貢献することを目的として組織され

るもの。例としては、以下のとおり。

ア 新商品開発を目的として組織される異業種交流グループ

新商品開発が目的となっているもの。親睦団体は除外する。

イ 新商品を製造するために組織される共同出資会社

中小企業の共同工場を所有・運営する会社等

ウ 技術開発を行うために参加者の技術者を集めて組織されるグループ

中小企業の共同研究グループ等

（２）（１）のほか、直接的又は間接的に参加者又は参加者の一部の事業の振興に貢献することを

目的として組織されるもの。目的の例は、以下のとおり。

ア 生産・加工の共同化・集約化による効率化・品質の向上

イ 購買・購入・受注の共同化・集約化による取引条件の向上・取引先の拡大

ウ 検査事業の共同化・集約化による効率化・検査水準の向上

エ 市場開拓・販売促進事業の共同化・集約化による効率化・広域化

オ 研究開発の共同化・集約化による効率化・高度化

カ 情報収集・情報提供・教育の共同化・集約化による効率化・広範囲化

キ 人材養成の共同化・集約化による強化・効率化

ク 管理部門の業務共同化・集約化による強化・効率化

ケ 従業員の福利厚生事業の共同化・集約化による強化・効率化

コ 参加者又は参加者の一部に共通する問題の共同検討・共同対処
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二 北海道中小企業団体中央会指導事業実施方針

北海道中小企業団体中央会指導事業実施方針（以下「実施方針」という。）は、中央会が行う北海

道中小企業団体中央会指導事業費補助金に関する北海道中小企業団体中央会指導事業(以下「指導事

業」という。）の適正かつ円滑な実施を図ることを目的とし、次のとおり定めるものとする。

第１ 指導事業の原則

指導事業は、次の要件を備えていなければならない。

１ 地区内の組合等（交付要綱第２条第３項の「組合等」をいう。）その他の団体並びに中小企業者

（その従業員及び法人たる中小企業者にあってはその役員を含む。以下同じ。）（以下「指導対象

者」という。）を対象とするものであること。

２ 会員、会員以外を問わず広く公平に事業を実施するものであること。

３ 指導事業の実施に当たっては、実施計画を立て効率的に実施するとともに、努めて巡回方式によ

る相談、指導を併せて行うものであること。

４ 指導事業の実施上知り得た秘密は、指導員はもとより中央会の他の役職員といえども当該指導対

象者の同意を得ないで洩らしてはならない。

第２ 指導事業の内容

指導事業は、上記原則に合致するものであれば特に限定する必要はなく、地区内の指導対象者の実

情に応じて、最も必要かつ効果的なものから実施するものとするが、その内容はおおむね次のとおり

とする。

１ 組合等に関する相談、指導等

（１）組合等の組織及び事業に関する相談、指導

（２）金融及び信用保証に関する相談、指導並びにあっせん（中小企業倒産防止共済等に関するあっ

せん及び指導を含む。）

（３）税務及び経理に関する相談、指導

（４）経営の合理化に関する相談、指導

（５）労務及び社会保険に関する相談、指導（社会保険等に関するあっせん及び指導を含む。）

（６）技術の改善、産業財産権、公害及び省エネルギー等に関する相談、指導

２ 上記１の各号の事項に関する懇談会、研修会及び講習会等の開催

３ 上記１の事項に関する調査及び研究並びに情報の提供

４ 組合の監査指導

５ 商工関係法令、中小企業施策及び各種制度の紹介並びに普及

第３ 指導事業の実施体制及び実施方法

１ 指導事業を円滑かつ効果的に実施するためには、中央会における内部体制の整備が重要である。

このため、中央会は、指導事業の実施体制の整備に努めるものとする。特に、中央会の指導員及び

職員については、中小企業者及び組合等の期待に応えつつ指導事業を効果的に遂行し得るよう、指

導能力の向上が強く求められていることに鑑み、その採用に当たっては、多方面から募集する等人

材の確保に努め、また現職の指導員及び職員については、研修の実施、不適格者の排除等により資

格の向上を図るとともに、待遇措置の一層の充実に努めるものとする。

２ 中央会は、支部の機能を十分活用するための連絡体制の整備についても配慮するものとする。

３ 組合等の組織運営及び事業等に関する諸問題についての相談業務の円滑化を図り、その実効をあ

げるために、独立した相談室又は相談コーナーを設けるよう配慮するものとする。
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４ 指導事業は、常に道の指導及び監督の下に適正に実施されるものであるが、他の行政機関及び商

工団体とも密接な関係を持つものであるから、中央会は自主性を損わない程度においてこれらとの

連携を十分密にしなければならない。また、指導員にあっても絶えず地区内組合等の実情把握や指

導効果の測定などを行うことにより、自らも具体的実施方法の改善、指導技術の向上に努め、実効

ある指導事業が行えるよう留意して実施するものとする。なお、指導事業の実施に当たっては、特

定の事業に偏ることのないよう配慮するとともに、特に次の諸点に留意するものとする。

１ 実地指導

（１）一般的な実地指導を行う場合は、以下の点に留意の上実施するものとする。

ア 中央会は、実地指導を円滑かつ適切に実施するため、四半期ごとに実地指導計画を立てる

こと。

イ 指導対象者から相談及び指導の依頼があったときは機動的に処理することに努め、日時の

要する問題については反復継続して指導すること。現に問題を抱えてない組合等や特に指導

を要しない組合等などにあっても、当該組合の動向等その実態把握に努めること。

ウ 実地指導の実施に当たっては、地区内全体を対象に行うこととして、その指導が一部の地

域、一部の組合等に偏ることなく指導が各方面に浸透するよう努めること。

エ 小規模の組合等のうち、高度化事業、構造改善事業そのほかの新たな事業を実施しようと

する組合等、設立後間もない組合等であって、自主的に活動の活発化を図る意欲があるもの

の人材がいないため、その活動に支障が生じているような組合等に対しては、特定の指導員

が一定期間集中的に指導を行うこと。

（２）中央会は、実態調査により明らかになった不振組合等の実地指導を行う場合は、再建可能な

組合等と解散すべき組合等を区分し、前者については再建指導を、後者については解散指導を

行うものとする。

（３）組合に対する監査指導を行う場合は、次の点に留意の上実施するものとする。

ア 監査指導の実施に当たっては、中小企業庁の指示により全国中央会が作成した監査指導要

領及び監査指導基準に基づいて実施すること。

イ 監査指導の実施に当たっては、監査予定組合の認可行政庁と協議の上、実施計画を作成す

ること。

ウ 監査対象組合を選定する際には、業務、経理等からみて監査の必要性の高い組合から選定

すること。

エ 実施方法は、監査実施計画に従い、監査対象組合に赴き実地監査を行い、監査結果の報告

書を作成して当該組合に提示するとともに、監査組合の認可行政庁ヘ提出すること。なお、

監査対象組合に対してはあらかじめ監査を行う旨連絡し、同意を得ることとし、拒否された

場合は、その旨、認可行政庁へ連絡すること。

２ 窓口相談

窓口相談は、なるべく特定の相談日（例えば、金融相談日、税務相談日、経営相談日、情報化

相談日等。）を定め、その旨を中央会の入口に表示するとともに、機関誌等に掲載し、地区内の

指導対象者に対して広く周知徹底するものとする。

３ 支部の設置

支部の設置に配慮することとし、当該周辺地域に対する指導事業の一層の浸透を図るものとす

る。

４ 指導資料の作成整備

中央会は、相談指導業務に必要な資料並びに中小企業連携組織の推進及び中央会の事業活動の

ＰＲ等に関する資料を作成することとし、その配布についても配慮するものとする。また、組合

の設立、経営、税務、金融、経理、労務、法律、公害、省エネルギー、倒産防止、情報化等諸般

の問題に関する図書等既存資料についても収集し整理保管に務め、組合等関係者に広く利用させ

るとともに、相談室の充実に資するものとする。
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５ 組合台帳の作成整備

指導事業の一層の効果をあげるためには、当該地区内の組合等の実態を十分把握することが必

要であるので、中央会においては、組合の認可行政庁と連絡を密にして組合台帳の作成整備に努

めるものとする。なお、作成整備に当たっては、全国中央会が示す要領に準拠すること。

６ 懇談会の開催

懇談会は、組合等の関係者、学識経験者、行政庁職員、指導員、地域の大企業や金融機関の代

表者及び大学の研究者等でもって構成し、委員会形式で特定の問題について討議検討を行うもの

とし、以下の点に留意の上実施するものとする。

（１）懇談会は、可能な限り年度当初に当該年度を通じた適切な開催計画を立て、着実に実施す

ること。

（２）テーマの選定に当たっては、地域の実情を考慮すること。

（３）懇談会においては、できるだけ具体的、実務的な観点から討議が行われるよう適切な委員

を選定すること。

（４）懇談会において発掘された問題点等については、必ずその内容を取りまとめることとし、

必要に応じて中央会から関係行政庁及び全国中央会に報告すること。

７ 研修会の開催

研修会は、あらかじめ定めたテーマについての意見発表（専門家による問題提起を含む。）が

あり、これについて出席者が討論、討議を行う方法（例えばパネルディスカッション方式）によ

り実施するものとする。なお、実施に当たっては以下の点に留意するものとする。

（１）研修会は、可能な限り年度当初に当該年度を通じた適切な開催計画を立て、着実に実施す

ること。

（２）テーマの選定は、地域の実情を考慮しつつ研修効果の高いものを選ぶものとし、最近の経

済情勢あるいは業界・地域の内包する問題点等実情に合致したものであること。

（３）研修参加者は、主として中小企業者、組合等の役職員及び指導員等とし、必要に応じてそ

れ以外の者（地域の金融機関、大企業の職員、大学の研究者等）を一部加えること。

（４）実施の方法は、地区内全体の組合等及び中小企業者を対象とする方式、地区内を数ブロッ

クに分割してブロック別に実施する方式、特定の業種の組合等及び中小企業者を対象とする

方式等テーマに応じて適切な方法とすること。

８ 講習会の開催

講習会の実施に当たっては以下の点に留意するものとする。

（１）講習会は、可能な限り年度当初に当該年度を通じた適切な開催計画を立て、着実に実施す

ること。

（２）テーマの選定は、地域の実情を考慮しつつ、効果の高いものを選ぶものとし、最近の経済

情勢あるいは業界又は地域の内包する問題点等実情に合致したものであること。

（３）開催に当たっての日時、場所等については、当該地区内の組合関係者及び中小企業者が集

りやすい日、時間、場所等とすること。

（４）講習会参加者は、中小企業者、組合等の役職員及び指導員等とすること。

（５）実施の方法は、地区内全体の組合等及び中小企業者を対象とする方式、地区内を数ブロッ

クに分割してブロック別に実施する方式、特定の業種の組合等及び中小企業者を対象とする

方式等テーマに応じて適切な方法とすること。

第４ 制度の普及

中央会は、組合等の経営の安定に資するため、あらゆる機会を利用して中小企業倒産防止共済制度、

小規模企業共済制度、中小企業退職金共済制度等の普及浸透に努めるものとする。
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第５ 受講料等

中央会が補助金の補助対象事業として行う研修会、講習会等は、可能な限り無料で指導対象者に利

用させるものとする。ただし、当該事業に要する経費に対する補助金の不足分を補うために受講料等

を実費相当の範囲内で徴収することは差し支えない。この場合は、その収支及び相手方等を常に明瞭

にしておき、道又は当該事業の関係者等より説明を求められた場合は直ちに応えられるよう準備して

おくものとする。

また、上記受講料等の軽減を図るよう努力することとし、かつ、その徴収方法も公平でなければな

らないが、会員は会費の形で経費の一部を負担していると考えられる場合もあるので、会員と会員以

外との間に合理的な範囲で差額を設けることは差し支えない。

なお、受講料等の収入については、当該徴収目的に使用し、残額が生じた場合は、すべて徴収の相

手方に返戻するか、又は、指導事業に使用しなければならないものとする。

第６ 指導カルテの整備

指導員は指導事業の効率的な実施を図るため、実地指導等を行った際は指導カルテを作成し、地域

別業種別等地区の実情に応じ、活用に便利なよう整理保存するものとする。

第７ 道の指導、監督及び監査

北海道が中央会に対し行う指導、監督及び監査については、中小企業等協同組合法（以下｢組合法｣

という。）及びこの実施方針に定めるところに従って実施するとともに、また、組合法及び実施方針

のほか交付要綱及び北海道中小企業団体中央会指導事業費補助金の運用取扱いの規定に従って実施す

る。この場合において、次の点について特に留意の上、指導の強化を図るものとする。

１ 中央会運営の基本的事項の指導

中央会における指導事業の成果は、中央会会長又は副会長その他役職員の指導事業に対する理解

のいかんに影響されるところが大きいと思われるので、あらゆる機会を活用し、これらの役職員の

理解度を高め、役職員と補助対象職員とが一体となって指導事業を推進するとともに、次の点につ

いても留意するものとする。

（１）指導員等が安心して業務に専念することができるよう給与規程、退職金給与規程、服務規程、

事務処理規程等の整備を図るとともに、退職金給与規程に基づく退職給与引当金への確実な積立

ての励行を行うこと。

（２）内部管理体制の整備に十分留意するとともに、指導事業に対する自己負担金又は受講料等を軽

減させないこと。

（３）指導事業が十分に効果をあげるためには、多くの組合等及び中小企業者が指導事業の実施主体

である中央会の活動を理解し、会員となって積極的にその運営に協力することが望ましい。この

意味から今後とも活動のＰＲ等を積極的に行うとともに、部会（業種別又は地域単位）制度の確

立を図るなどの方法により、組織率を一層高めること。

２ 関係団体等との連携

指導事業を実施するに当たり、指導効果をあげるために必要と認める場合は、積極的に公設試験

研究機関等の関係官公庁、北海道商工会連合会、商工会・商工会議所、(公財)北海道中小企業総合

支援センター、青色申告会、税理士会等との連携の緊密化を十分図ること。


